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主な行動の平均時刻
平成１８年の平日における主な行動の平均時刻を都道府県別にみると、就寝時刻が最

も早いのは青森県の２２時３２分で、最も遅い東京都の２３時４０分との差は１時間８分でし
た。
また、平日の仕事からの帰宅時刻が最も遅いのは神奈川県の１９時２８分で、次いで埼

玉県、奈良県の１９時２２分でした。 総務省統計局「社会生活基本調査」
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全 国 ６：３９ ８：２８１８：５８２３：１６ 三 重 県 ６：３４ ８：２３１８：５０２３：０７

北 海 道 ６：３８ ８：３５１８：４９２３：０４ 滋 賀 県 ６：４５ ８：３３１９：０４２３：２５

青 森 県 ６：２２ ８：０５１８：３１２２：３２ 京 都 府 ６：５１ ８：５２１９：０５２３：３７

岩 手 県 ６：２２ ８：２０１８：３３２２：３７ 大 阪 府 ６：４８ ８：３０１８：５４２３：３１

宮 城 県 ６：４３ ８：２９１９：００２３：１０ 兵 庫 県 ６：４７ ８：４４１９：１７２３：２６

秋 田 県 ６：２９ ８：２４１８：４５２２：４２ 奈 良 県 ６：３７ ８：２９１９：２２２３：２０

山 形 県 ６：３８ ８：２５１８：３７２２：４６ 和歌山県 ６：３３ ８：１３１８：１６２３：０１

福 島 県 ６：２４ ８：２３１８：４２２２：５０ 鳥 取 県 ６：３６ ８：３７１８：３９２３：０６

茨 城 県 ６：２８ ８：２１１８：４４２３：０５ 島 根 県 ６：３２ ８：３２１８：３７２２：５３

栃 木 県 ６：３６ ８：３３１８：５６２３：１０ 岡 山 県 ６：３７ ８：２６１８：３９２３：０９

群 馬 県 ６：３９ ８：２６１８：４１２３：０７ 広 島 県 ６：３３ ８：１９１８：３８２３：０５

埼 玉 県 ６：４０ ８：２３１９：２２２３：２２ 山 口 県 ６：３４ ８：３８１８：５２２３：０４

千 葉 県 ６：３３ ８：１８１９：０９２３：１８ 徳 島 県 ６：３５ ８：２９１８：３９２３：０６

東 京 都 ６：５２ ８：４１１９：１８２３：４０ 香 川 県 ６：３３ ８：３０１８：４４２３：０６

神奈川県 ６：３９ ８：２０１９：２８２３：３２ 愛 媛 県 ６：３５ ８：３４１８：２７２３：０４

新 潟 県 ６：２４ ８：０９１８：２３２２：５１ 高 知 県 ６：３１ ８：２５１８：１５２２：５５

富 山 県 ６：２４ ８：１８１８：３８２２：５５ 福 岡 県 ６：４５ ８：３７１９：１１２３：３０

石 川 県 ６：２７ ８：１９１８：４９２３：０５ 佐 賀 県 ６：３４ ８：１９１８：３９２３：０５

福 井 県 ６：２８ ８：１８１８：３８２２：５９ 長 崎 県 ６：３４ ８：２９１８：５１２３：０６

山 梨 県 ６：３６ ８：３２１８：５１２３：０４ 熊 本 県 ６：３５ ８：１５１８：２５２２：５８

長 野 県 ６：３０ ８：２０１８：４２２３：０２ 大 分 県 ６：３５ ８：３６１８：３３２２：５８

岐 阜 県 ６：３０ ８：０４１８：４５２３：０９ 宮 崎 県 ６：２９ ８：２３１８：２２２２：５２

静 岡 県 ６：３１ ８：２６１８：４８２３：０８ 鹿児島県 ６：３２ ８：３０１８：４４２２：５９

愛 知 県 ６：３７ ８：３４１９：０９２３：２４ 沖 縄 県 ６：５０ ８：５８１９：０５２３：２２
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４７労働力
年代別労働力率（各年１０月１日）

概要
「国勢調査」による平成１７年１０月１日現在の労働力人口は３，７２０，８２３人で、

前回調査（平成１２年）より１８，５５９人増加し、全国第５位でした。内訳は、男性
が２，２６５，００７人（前回調査比１．１％減少）、女性が１，４５５，８１６人（同３．２％増加）で
した。
労働力率は、総数で６３．３％となり、男性は７７．８％で全国第２位、女性は４９．０

％で全国第２７位でした。年代別では、男性は３０～５９歳の各年代でいずれも９０
％を超えています。女性は２５～２９歳の７２．０％と４５～４９歳の６９．３％を頂点とし、
３５～３９歳の５８．３％を谷とするM字カーブとなっていますが、昭和６０年や平
成１２年と比べると緩やかになっています。
就業者総数は３，５０９，１８９人で、前回調査より１９，１８７人（０．５％）減少、完全失

業者は２１１，６３４人で、同３７，７４６人（２１．７％）増加しました。
従業上の地位別就業者数のうち雇用者（「役員」を含む）は３，０７８，３９１人で、

この割合は前回調査より１．２ポイント増加し、就業者総数の８７．７％を占め、
全国第２位でした。

※表３，４及び概要中の労働力率の順位は、総務省統計局公表の順位です。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「国勢調査」総務省統計局 平成１７年１０月１日 ５年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

労働力人口（総数） 就業者（総数）
就業者の主な従業上の
地位別割合（雇用者）

就業者総数に占める
外国人就業者の割合

調査時点 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日
単 位 人 順位 人 順位 ％ 順位 ％ 順位

全 国 ６５３９９６８５ ６１５０５９７３ ８４．０ １．３

北 海 道 ２７８５７９４ ７ ２６０４２７１ ７ ８５．３ ９ ０．３ ４６
青 森 県 ７４８１２２ ２６ ６８５４０１ ２７ ７７．０ ４４ ０．３ ４７
岩 手 県 ７３４２７６ ２７ ６８８６１４ ２６ ７８．３ ３７ ０．５ ３８
宮 城 県 １１８９４９１ １６ １１０７７７３ １６ ８４．４ １２ ０．５ ３６
秋 田 県 ５８５９２１ ３８ ５４９９９４ ３８ ７８．７ ３５ ０．４ ４３

山 形 県 ６４３００８ ３２ ６１２０８９ ３２ ７８．２ ３９ ０．６ ３１
福 島 県 １０７５１１０ ２０ １０１０１２０ ２０ ８０．６ ３０ ０．６ ３２
茨 城 県 １５５２５６５ １１ １４６１５６０ １１ ８１．８ ２６ １．４ １４
栃 木 県 １０７５１５３ １９ １０１７１３９ １８ ８２．４ ２２ １．３ １６
群 馬 県 １０７６４８８ １８ １０１５５７９ １９ ８１．５ ２７ １．９ ６

埼 玉 県 ３７２０８２３ ５ ３５０９１８９ ５ ８７．７ ２ １．１ ２０
千 葉 県 ３１２３７６３ ６ ２９４８５８１ ６ ８７．１ ３ １．１ １９
東 京 都 ６２６９５９２ １ ５９１５５３３ １ ８６．６ ４ １．６ １１
神奈川県 ４５６３９３３ ２ ４３１４５３５ ２ ８９．８ １ １．３ １５
新 潟 県 １２８７５４６ １４ １２２５５７５ １４ ８２．０ ２５ ０．５ ３９

富 山 県 ６０４６５１ ３６ ５７８０５１ ３４ ８４．３ １３ １．２ １７
石 川 県 ６２５７８７ ３４ ５９６３２４ ３３ ８２．７ １９ ０．８ ２７
福 井 県 ４４２７４７ ４３ ４２３９５９ ４２ ８１．４ ２８ １．７ ９
山 梨 県 ４６９２８８ ４１ ４４４２００ ４１ ７７．２ ４３ １．５ １３
長 野 県 １２０６４３２ １５ １１５０８８０ １５ ７８．１ ４１ １．８ ８

岐 阜 県 １１２５３０９ １７ １０７１０５４ １７ ８２．７ ２０ ２．３ １
静 岡 県 ２０８５６３４ １０ １９９０６４７ １０ ８３．２ １６ ２．２ ４
愛 知 県 ３８８６２１７ ４ ３７０７８２８ ４ ８５．９ ５ ２．２ ３
三 重 県 ９６８３４３ ２２ ９２２６２２ ２２ ８４．１ １４ ２．３ ２
滋 賀 県 ７１４２１５ ３０ ６８０４７８ ２８ ８５．６ ６ ２．０ ５

京 都 府 １３２８１２２ １３ １２４８０２０ １３ ８２．５ ２１ １．６ １０
大 阪 府 ４３２６７１１ ３ ３９５４２１１ ３ ８５．５ ７ １．９ ７
兵 庫 県 ２７３２３９２ ８ ２５５３９６５ ８ ８５．４ ８ １．５ １２
奈 良 県 ６７９５５５ ３１ ６３４５４９ ３１ ８３．７ １５ ０．７ ２９
和歌山県 ５１０８９２ ４０ ４７８４７８ ４０ ７４．８ ４７ ０．６ ３５

鳥 取 県 ３２２３５６ ４７ ３０４５４８ ４７ ７９．６ ３３ ０．９ ２３
島 根 県 ３８６１１０ ４６ ３６８９５７ ４６ ７９．７ ３２ ０．８ ２４
岡 山 県 ９８４５２４ ２１ ９３２５８８ ２１ ８３．２ １７ ０．９ ２２
広 島 県 １４７１３５７ １２ １３９８４７４ １２ ８４．８ １０ １．２ １８
山 口 県 ７５４４４４ ２５ ７１６３３１ ２５ ８２．７ １８ ０．９ ２１

徳 島 県 ４０３２５７ ４４ ３７３８２５ ４４ ７７．９ ４２ ０．８ ２６
香 川 県 ５２２４５６ ３９ ４９０７７５ ３９ ８２．２ ２３ ０．８ ２５
愛 媛 県 ７２６２０１ ２９ ６７９９１５ ２９ ７９．１ ３４ ０．７ ２８
高 知 県 ４０２２３２ ４５ ３７０３９５ ４５ ７５．３ ４６ ０．５ ４１
福 岡 県 ２４８０７４７ ９ ２２９７１５４ ９ ８４．５ １１ ０．７ ３０

佐 賀 県 ４４９０９１ ４２ ４２３３７９ ４３ ７８．１ ４０ ０．５ ３７
長 崎 県 ７２６９６５ ２８ ６７９８４７ ３０ ７９．８ ３１ ０．５ ４２
熊 本 県 ９２８９３４ ２３ ８７３８７１ ２３ ７８．２ ３８ ０．５ ４０
大 分 県 ６０８８４０ ３５ ５７１６４５ ３５ ８０．８ ２９ ０．６ ３４
宮 崎 県 ５８８８５３ ３７ ５５２７３８ ３７ ７７．０ ４５ ０．４ ４４

鹿児島県 ８６９５８９ ２４ ８０９８３５ ２４ ７８．５ ３６ ０．４ ４５
沖 縄 県 ６３５８４９ ３３ ５６０４７７ ３６ ８２．０ ２４ ０．６ ３３

埼 玉 県 の
年別データ

１２ ３７０２２６４ ５ １２ ３５２８３７６ ５ １２ ８６．５ ３ １２ ０．９ １８
７ ３６７４５７１ ５ ７ ３５１２９６９ ５ ７ ８５．３ ２ ７ ０．８ １７

注）労働力状態「不詳」を含む。
資料：「国勢調査」総務省統計局
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４８サラリーマン
産業大分類別常用労働者の１人平均月間現金給与総額（平成１８年、事業所規模５人以上）

概要
「毎月勤労統計調査年報（地方調査）」によると、平成１８年の常用労働者１

人平均の月間現金給与総額は２９９，８８７円で、前年より２，８４８円減少しましたが、
全国第２７位でした。これを平成１２年を１００とする指数で比べると前年より１．０
％減少しています。
総実労働時間は１４３．０時間で、同じく指数で比べると０．３％減少し、全国第

４７位でした。
また、パートタイム労働者比率は３６．３％で、全国平均（２５．５％）を上回り、

都道府県別に公表を始めた平成１０年から全国第１位となっています。
「埼玉県の賃金・労働時間及び雇用の動き」によると、平成１８年の男女別常

用労働者１人平均の月間現金給与総額は、男子３９２，３７１円、女子１８２，１６７円で、
男子を１００とした場合の女子は４６．４で、格差は前年より１．４ポイント拡大しま
した。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「毎月勤労統計調査年報（地方調査）」厚生労働省 平成１８年平均 毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

月間現金給与総額
（常用労働者１人平均）

月間現金給与総額
対前年増減率

（常用労働者１人平均）

月間総実労働時間
（常用労働者１人平均）

パートタイム
労働者比率

調査時点 平成１８年 平成１８年 平成１８年 平成１８年
単 位 円 順位 ％ 順位 時間 順位 ％ 順位

全 国 ３３５７７４ ０．３ １５０．９ ２５．５

北 海 道 ２８７４４４ ３５ △１．８ ３６ １５３．８ ２８ ２６．４ １２
青 森 県 ２６８９５４ ４６ △３．４ ４１ １５９．３ ６ ２１．５ ３２
岩 手 県 ２７３０６１ ４３ △５．０ ４７ １６０．４ ３ ２１．４ ３３
宮 城 県 ２９３７６９ ３１ １．４ １０ １５４．９ ２３ ２６．４ １２
秋 田 県 ２７６５７４ ４０ ０．２ ２０ １５９．５ ５ １９．７ ４１

山 形 県 ２８０１１５ ３９ ０．０ ２４ １５６．２ １７ １９．６ ４２
福 島 県 ３１９３０８ １６ １．７ ６ １５９．６ ４ １６．０ ４６
茨 城 県 ３３５９５５ ５ △３．５ ４２ １５４．０ ２７ ２３．９ ２１
栃 木 県 ３２５１１８ １１ △１．０ ３０ １５７．１ １３ ２２．９ ２６
群 馬 県 ３１１５６２ ２２ △１．４ ３５ １５２．７ ３３ ２７．２ ８

埼 玉 県 ２９９８８７ ２７ △１．０ ３０ １４３．０ ４７ ３６．３ １
千 葉 県 ３２１５４８ １４ △１．９ ３７ １４４．９ ４５ ３２．９ ３
東 京 都 ４３３６８５ １ ０．８ １５ １４９．９ ３９ ２０．３ ３９
神奈川県 ３７５４０６ ２ ２．３ ４ １４８．０ ４１ ２６．６ １０
新 潟 県 ３０５４１０ ２６ ０．６ １６ １５８．５ ７ １９．８ ４０

富 山 県 ３１０６４６ ２３ △０．７ ２８ １５５．９ １９ ２０．４ ３８
石 川 県 ３１３０１７ ２１ △４．５ ４５ １５５．３ ２１ － －
福 井 県 ３１８３１７ １８ １．１ １２ １５８．３ ８ １９．４ ４３
山 梨 県 ３１８８３５ １７ ３．８ ３ １５６．０ １８ ２３．４ ２４
長 野 県 ３１６４２５ １９ △２．０ ３８ １５４．１ ２５ ２２．６ ２８

岐 阜 県 ２８７３１８ ３６ １．７ ６ １４８．８ ４０ ３０．４ ５
静 岡 県 ３２９７０４ ８ △１．０ ３０ １５４．１ ２５ ２４．８ １８
愛 知 県 ３６３１２７ ３ △１．１ ３３ １５０．８ ３６ ２６．０ １４
三 重 県 ３２８２２３ １０ １．３ １１ １５０．５ ３７ ２５．０ １７
滋 賀 県 ３２１１４５ １５ △２．２ ３９ １４６．９ ４３ ２８．１ ７

京 都 府 ３１４９８６ ２０ △０．６ ２７ １４６．０ ４４ ３１．４ ４
大 阪 府 ３６３０１７ ４ ０．４ １８ １５０．２ ３８ ２５．１ １６
兵 庫 県 ３２８３９９ ９ １．５ ９ １４７．０ ４２ ２９．２ ６
奈 良 県 ３０７１４１ ２５ ０．２ ２０ １４４．４ ４６ ３５．０ ２
和歌山県 ２９９５８０ ２８ △３．５ ４２ １５３．３ ３１ ２６．０ １４

鳥 取 県 ２８９１８４ ３３ ０．３ １９ １５６．８ １５ ２０．８ ３６
島 根 県 ２８９８１８ ３２ △０．２ ２５ １５６．８ １５ １８．３ ４４
岡 山 県 ３３５６４５ ６ ０．５ １７ １６０．９ １ ２１．４ ３３
広 島 県 ３３１４２６ ７ １．０ １３ １５５．４ ２０ ２４．１ ２０
山 口 県 ３２４８５０ １２ ４．５ ２ １５３．８ ２８ ２２．６ ２８

徳 島 県 ２９７６２９ ２９ △０．７ ２８ １５３．７ ３０ ２２．５ ３０
香 川 県 ３２４７５０ １３ １．９ ５ １６０．８ ２ １８．３ ４４
愛 媛 県 ２９６５９４ ３０ △３．６ ４４ １５７．２ １２ ２０．９ ３５
高 知 県 ２８０４３５ ３８ １．０ １３ １５１．５ ３５ ２３．０ ２５
福 岡 県 ３０９７８７ ２４ ０．２ ２０ １５１．８ ３４ ２６．６ １０

佐 賀 県 ２７６１３２ ４１ １．６ ８ １５７．１ １３ ２１．８ ３１
長 崎 県 ２７３９６８ ４２ △２．８ ４０ １５８．０ ９ ２３．６ ２２
熊 本 県 ２６９６０９ ４４ △１．１ ３３ １５５．３ ２１ ２４．３ １９
大 分 県 ２８８６３１ ３４ △０．４ ２６ １５７．６ １０ ２０．８ ３６
宮 崎 県 ２６９５５３ ４５ ０．２ ２０ １５７．３ １１ ２２．９ ２６

鹿児島県 ２８４２８３ ３７ ５．１ １ １５３．３ ３１ ２３．５ ２３
沖 縄 県 ２４１８９４ ４７ △４．５ ４５ １５４．６ ２４ ２６．７ ９

埼 玉 県 の
年別データ

１７ ３０２７３５ ２９ １７ ２．３ ５ １７ １４３．３ ４７ １７ ３４．３ １
１６ ３０１５９６ ３３ １６ △０．２ ２７ １６ １４５．２ ４６ １６ ３４．４ １

資料：「埼玉県の賃金・労働時間及び雇用の動き」県統計課
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一般・有効求人倍率
一般・新規求人倍率
パートタイム・有効求人倍率
パートタイム・新規求人倍率

４９求人・求職
有効求人倍率と新規求人倍率（一般・パートタイム）

概要
「労働市場年報」によると、平成１８年度の公共職業安定所での一般（新規学

校卒業者とパートタイムを除く一般職業紹介）とパートタイムを合わせた有
効求人倍率は１．０３倍（有効求職者数１，０１５，１２２人、有効求人数１，０５０，１１８人）、
新規求人倍率は１．５４倍（新規求職申込件数２４０，９３２件、新規求人数は３７１，４９５
人）でした。就職率は２６．２％（就職件数６３，２３８件）で前年度より１．８ポイント上
昇しました。
埼玉労働局によると、有効求人倍率と新規求人倍率は、どちらも平成６年

以降、一般がパートタイムを下回り、厳しい状況が続いています。
「雇用保険事業年報」によると、平成１７年度月平均の雇用保険受給者実人

員は２９，９１４人で、前年度より３，６９０人減少しましたが全国第６位でした。

※表＊１～３は、新規学卒者を除く、一般とパートタイムの合計です。

有効求人倍率
月間有効求人数÷月間有効求職者数

新規求人倍率
新規求人数÷新規求職申込件数

就職率
就職件数÷新規求職申込件数×１００

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「労働市場年報」厚生労働省
＊４ 「雇用保険事業年報」厚生労働省

平成１８年度
平成１７年度月平均

毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

有効求人倍率 新規求人倍率 就職率
雇用保険

受給者実人員
（月平均）

調査時点 平成１８年度 平成１８年度 平成１８年度 平成１７年度
単 位 倍 順位 倍 順位 ％ 順位 人 順位

全 国 １．０６ １．５６ ３２．４ ６４２７３９

北 海 道 ０．５９ ４４ ０．９８ ４１ ４０．９ ４ ３５７８４ ４
青 森 県 ０．４４ ４７ ０．６５ ４７ ２８．１ ４２ １１１７９ １７
岩 手 県 ０．７８ ３７ １．１６ ３８ ４１．５ ２ ９３０９ ２２
宮 城 県 ０．９５ ２５ １．４１ ２５ ３１．６ ３４ １２９３７ １３
秋 田 県 ０．６２ ４１ ０．９１ ４４ ３４．１ ２９ ７３２４ ３３

山 形 県 １．０４ ２０ １．４４ ２３ ４１．１ ３ ６５６０ ３６
福 島 県 ０．８９ ３１ １．２９ ３２ ３５．０ ２２ １０６６５ ２０
茨 城 県 ０．９５ ２５ １．３３ ３１ ３１．０ ３５ １１８９３ １５
栃 木 県 １．４０ ６ １．９８ ３ ３５．９ １７ ８９５６ ２４
群 馬 県 １．４１ ４ １．９８ ３ ３５．４ １９ ７７０５ ３０

埼 玉 県 １．０３ ２１ １．５４ ２０ ２６．２ ４４ ２９９１４ ６
千 葉 県 ０．９１ ２９ １．３９ ２７ ２５．５ ４５ ２５７８９ ９
東 京 都 １．５３ ２ ２．２２ ２ ２４．６ ４７ ５３７９９ １
神奈川県 １．０２ ２２ １．５４ ２０ ２５．２ ４６ ３６６４９ ３
新 潟 県 １．１３ １７ １．５２ ２２ ３９．６ ７ １２１６６ １４

富 山 県 １．２７ １２ １．７４ １５ ４０．５ ５ ５２３５ ４２
石 川 県 １．３１ ９ １．７７ １３ ４０．５ ５ ６２７０ ３７
福 井 県 １．４２ ３ １．８４ １１ ４４．６ １ ３７６３ ４６
山 梨 県 １．１１ １８ １．５７ １８ ３４．９ ２４ ３３８９ ４７
長 野 県 １．２１ １６ １．６８ １６ ３８．３ １１ １１４４１ １６

岐 阜 県 １．３９ ７ １．９１ ７ ３７．１ １４ ８３６４ ２７
静 岡 県 １．２４ １５ １．８２ １２ ３３．８ ３０ １６９４６ １０
愛 知 県 １．９１ １ ２．９１ １ ２９．７ ４０ ２８７５７ ８
三 重 県 １．４１ ４ １．９７ ６ ３２．３ ３３ ８３６９ ２６
滋 賀 県 １．３１ ９ １．８７ ９ ３４．８ ２５ ７０３０ ３５

京 都 府 １．０２ ２２ １．５５ １９ ３０．７ ３６ １４５０６ １２
大 阪 府 １．２５ １４ １．８６ １０ ３０．６ ３７ ４５５４５ ２
兵 庫 県 ０．９５ ２５ １．４０ ２６ ３０．５ ３８ ２９５５１ ７
奈 良 県 ０．８４ ３４ １．２５ ３６ ３２．７ ３２ ７２１４ ３４
和歌山県 ０．８４ ３４ １．２７ ３４ ３５．２ ２１ ５４４５ ４０

鳥 取 県 ０．７７ ３８ １．１７ ３７ ３８．７ ９ ４１２８ ４５
島 根 県 ０．９０ ３０ １．３６ ２９ ３９．４ ８ ４８１８ ４４
岡 山 県 １．３９ ７ １．９８ ３ ３４．４ ２８ １０４２９ ２１
広 島 県 １．２７ １２ １．８９ ８ ３４．８ ２５ １５８００ １１
山 口 県 １．１０ １９ １．６１ １７ ３７．２ １３ ７３７８ ３２

徳 島 県 ０．９３ ２８ １．３７ ２８ ３７．０ １５ ５０７９ ４３
香 川 県 １．２９ １１ １．７７ １３ ３８．３ １１ ５９３２ ３９
愛 媛 県 ０．８８ ３２ １．２９ ３２ ３５．０ ２２ ８３３９ ２８
高 知 県 ０．４８ ４５ ０．７８ ４５ ２７．１ ４３ ６０９１ ３８
福 岡 県 ０．８８ ３２ １．３４ ３０ ２８．６ ４１ ３１７５４ ５

佐 賀 県 ０．６７ ４０ １．０７ ３９ ３５．７ １８ ５２５９ ４１
長 崎 県 ０．６０ ４２ ０．９６ ４２ ３７．０ １５ ９１８７ ２３
熊 本 県 ０．８２ ３６ １．２６ ３５ ３３．１ ３１ １１１７２ １８
大 分 県 １．０１ ２４ １．４４ ２３ ３８．５ １０ ８００３ ２９
宮 崎 県 ０．７０ ３９ ０．９９ ４０ ３５．４ １９ ７６７７ ３１

鹿児島県 ０．６０ ４２ ０．９４ ４３ ３４．８ ２５ １０７７３ １９
沖 縄 県 ０．４５ ４６ ０．７０ ４６ ２９．９ ３９ ８４６９ ２５

埼 玉 県 の
年別データ

１７ ０．９１ ２４ １７ １．４１ ２３ １７ ２４．４ ４６ １６ ３３６０４ ６
１６ ０．７６ ２９ １６ １．２１ ２５ １６ ２３．５ ４６ １５ ４３９０３ ４

資料：埼玉労働局
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第３次産業

第２次産業

第１次産業

５０就業者
産業別就業者（各年１０月１日）

概要
「国勢調査」による平成１７年１０月１日現在の産業３部門別就業者数は、第

１次産業が７６，３５８人（就業者総数の２．２％）で全国第１４位、第２次産業が
９４２，０２８人（同２６．８％）で全国第５位、第３次産業が２，４０１，７２１人（同６８．４％）で
全国第４位でした。
産業大分類別就業者数では、製造業の就業者が６４３，９２６人（就業者総数の

１８．３％）と最も多く、以下、卸売・小売業６４２，１５２人（同１８．３％）、サービス業
（他に分類されないもの）５２５，３６９人（同１５．０％）でした。男女別では、男性は
製造業が最も多く４４５，７５７人で、女性は卸売・小売業の３１０，３０４人が最も多く
なっています。
また、女性就業者総数の７７．９％に当たる１，０７９，８９４人が第３次産業に就業

し、第３次産業全体の４５．０％を占めています。
金融・保険業、飲食店，宿泊業、医療，福祉、教育，学習支援業では、女

性就業者数が男性就業者数を上回っています。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「国勢調査」総務省統計局 平成１７年１０月１日 ５年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

第１次産業 第２次産業 第３次産業 第３次産業（女）

調査時点 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日
単 位 人 順位 人 順位 人 順位 人 順位

全 国 ２９６５７９１ １６０６５１８８ ４１３２８９９３ １９７８３５６２

北 海 道 ２００８２２ １ ４９５４９６ １０ １８５７０８２ ７ ８７５２６４ ７
青 森 県 ９５７２５ ８ １４６８４７ ３４ ４３６７８９ ２８ ２１４１５８ ２８
岩 手 県 ９４４３７ ９ １７８０４２ ２８ ４１３６１５ ３１ ２０４３６３ ３０
宮 城 県 ６８９８５ １７ ２６０７５４ ２２ ７６５７３４ １４ ３５６１７６ １５
秋 田 県 ６１３０７ ２３ １４６８８０ ３３ ３３８５７３ ３８ １６８４５０ ３８

山 形 県 ６６７００ １８ １８５７５２ ２７ ３５６２０７ ３５ １７７７６７ ３７
福 島 県 ９２５４０ １１ ３０９６６０ １９ ５９９２６３ ２０ ２９２１５６ ２２
茨 城 県 １０８０１９ ３ ４４３２０３ １１ ８８８７５８ １２ ４１５８９９ １３
栃 木 県 ６９３４４ １６ ３３１７７４ １７ ６０５２８０ １９ ２９２９８４ ２１
群 馬 県 ６６２９１ １９ ３３２６８９ １６ ６０８８９６ １８ ２９７１５７ １８

埼 玉 県 ７６３５８ １４ ９４２０２８ ５ ２４０１７２１ ４ １０７９８９４ ５
千 葉 県 １０７９７１ ４ ６４０７５４ ８ ２１２４４２２ ６ ９５３１１５ ６
東 京 都 ２５８８９ ４１ １１０８９６４ ２ ４５７５９９３ １ ２０８１９６９ １
神奈川県 ４１８３１ ３２ １０２２６５５ ４ ３１０９７３３ ２ １３８７３２１ ２
新 潟 県 ９２１９４ １２ ３８０７９５ １２ ７４４３１４ １５ ３６８８３６ １４

富 山 県 ２４５７６ ４３ ２０１００１ ２４ ３４８９４２ ３７ １８０９１７ ３６
石 川 県 ２３２３７ ４４ １７６７８６ ２９ ３８９７４９ ３３ １９６９５４ ３３
福 井 県 ２０１１５ ４７ １４０５２７ ３５ ２６０５７８ ４３ １３１４０３ ４２
山 梨 県 ３７６５１ ３４ １３５８１９ ３８ ２６６７６３ ４２ １０７４９９ ４６
長 野 県 １３１６４５ ２ ３５４８１２ １５ ６５５４７７ １６ ３２５３７６ １７

岐 阜 県 ３９６６２ ３３ ３７２０１８ １４ ６５２９２４ １７ ３２５８５５ １６
静 岡 県 ９８０４７ ７ ６８７１８２ ７ １１８６９６４ １０ ５９１９０４ １０
愛 知 県 １０２４７１ ５ １２７３６５５ １ ２２７１２３７ ５ １０９７９０２ ４
三 重 県 ４５１０３ ３１ ３０６１１３ ２０ ５５７５３７ ２３ ２８３３７５ ２３
滋 賀 県 ２５１４５ ４２ ２３４３２２ ２３ ４１１３８６ ３２ ２０１２２４ ３２

京 都 府 ３３７６４ ３８ ３１２２０１ １８ ８６８０９２ １３ ４１６７４４ １２
大 阪 府 ２２８６１ ４５ １０３４５９２ ３ ２７９６５０４ ３ １３２４３６４ ３
兵 庫 県 ６２５８０ ２１ ６９２２１３ ６ １７４０７８０ ８ ８４０９２９ ８
奈 良 県 ２０３４９ ４６ １６０７５４ ３２ ４４１３２６ ２７ ２０３８７７ ３１
和歌山県 ４９８７３ ２７ １１０３４７ ４１ ３１０１７０ ４０ １２４９１７ ４３

鳥 取 県 ３３２６９ ３９ ７５５４３ ４６ １９１６６５ ４７ ９５６１４ ４７
島 根 県 ３７１０９ ３５ ９３０８５ ４４ ２３６５２４ ４５ １２００４８ ４５
岡 山 県 ５９６７７ ２５ ２７２４１４ ２１ ５８６４５９ ２１ ２９５９９４ １９
広 島 県 ５９９２４ ２４ ３８０３５６ １３ ９３６００３ １１ ４６３３３１ １１
山 口 県 ４８９０８ ２８ １９２８２９ ２６ ４６７９２４ ２６ ２４３１０２ ２５

徳 島 県 ３６４７５ ３６ ９５２１１ ４３ ２３５２０９ ４６ １２０３８６ ４４
香 川 県 ３５０８６ ３７ １３０３５９ ３９ ３２１００５ ３９ １５９６３７ ３９
愛 媛 県 ６４１２６ ２０ １７４６３４ ３０ ４３２９４３ ２９ ２２０９９２ ２７
高 知 県 ４７１９８ ２９ ７１１４４ ４７ ２４７６４８ ４４ １３１９１７ ４１
福 岡 県 ８１２１９ １３ ４９６９４２ ９ １６７６４４６ ９ ８２８１８０ ９

佐 賀 県 ４６５３３ ３０ １０４７９５ ４２ ２７０２４３ ４１ １３９３８８ ４０
長 崎 県 ６２０１１ ２２ １４０３９０ ３６ ４７３８０１ ２５ ２４１９６８ ２６
熊 本 県 １０００９５ ６ １９３１７５ ２５ ５７０９１５ ２２ ２９５３３７ ２０
大 分 県 ５１５１３ ２６ １３６５８３ ３７ ３７７９７４ ３４ １９４２１３ ３４
宮 崎 県 ６９９４８ １５ １２６２３８ ４０ ３５１７１７ ３６ １８１６１５ ３５

鹿児島県 ９４３３５ １０ １７１４９７ ３１ ５３９９７０ ２４ ２７１６０８ ２４
沖 縄 県 ３２８７３ ４０ ９１３５８ ４５ ４２７７３８ ３０ ２１００５５ ２９

埼 玉 県 の
年別データ

１２ ８４８５３ １４ １２ １０７８９４７ ５ １２ ２３０３７４８ ４ １２ １００２１７０ ５
７ ９９９９０ １４ ７ １１７８６５５ ５ ７ ２１９８２０２ ４ ７ ９２３６３６ ５

資料：「国勢調査」総務省統計局
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民営事業所数
248,310事業所

従業者数
2,388,774人

卸売・
小売業
25.3％

卸売・
小売業
25.3％

製造業
22.1％
製造業
22.1％

サービス業（他に分類されないもの）
18.3％

サービス業（他に分類されないもの）
18.3％

サービス業（他に分類されないもの）
14.0％

サービス業（他に分類されないもの）
14.0％

製造業
13.5％

卸売・
小売業
22.4％

卸売・
小売業
22.4％

飲食店,
宿泊業
12.4％

飲食店,
宿泊業
12.4％

飲食店,
宿泊業
8.5％

飲食店,
宿泊業
8.5％

飲食店,
宿泊業
8.5％

建設業
10.8％
建設業
10.8％
建設業
10.8％

建設業
7.3％
建設業
7.3％医療,福祉

5.6％

不動産業 1.9％

不動産業
5.6％

医療,福祉
8.6％

教育,学習
支援業
3.8％

教育,学習
支援業
3.3％

運輸業
2.4％

運輸業
7.0％
運輸業
7.0％

金融・保険業 1.2％
金融・保険業 2.1％

その他の産業 1.3％ その他の産業 2.8％

５１事業所
民営事業所数、従業者数の産業大分類別構成比（平成１８年１０月１日）

概要
「事業所・企業統計調査」によると、平成１８年１０月１日現在の民営事業所

数は２４８，３１０事業所で、前回簡易調査（平成１６年６月１日）より４．１％増加し、
全国第５位でした。また、従業者数は２，３８８，７７４人で、前回簡易調査より６．４
％増加し、全国第５位でした。
産業大分類別では、卸売・小売業が全体の２５．３％と最も多く、以下、サー

ビス業（他に分類されないもの）１８．３％、製造業１３．５％、飲食店，宿泊業１２．４
％でした。
産業大分類別従業者数は、卸売・小売業が２２．４％と最も多く、以下、製造

業２２．１％、サービス業（他に分類されないもの）１４．０％でした。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１３「事業所・企業統計調査」総務省統計局
＊２４ 県統計課 平成１８年１０月１日 ５年

（中間年に簡易調査）

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

民営事業所数
民営事業所数
増加率

（平成１６～１８年）

民営事業所
従業者数

民営事業所
従業員数増加率
（平成１６～１８年）

調査時点 平成１８年１０月１日 平成１８年１０月１日 平成１８年１０月１日 平成１８年１０月１日
単 位 事業所 順位 ％ 順位 人 順位 ％ 順位

全 国 ５７２２５５９ △０．１ ５４１８４４２８ ４．１

北 海 道 ２３９１４９ ６ ０．１ １１ ２１５２５９１ ６ １．９ ３９
青 森 県 ６５４１５ ２９ △１．４ ３５ ５０７５４１ ３２ ０．６ ４６
岩 手 県 ６５０９４ ３０ △０．２ １３ ５３８６５６ ２８ ２．５ ３３
宮 城 県 １０５４４０ １７ １．９ ６ ９７５４１８ １５ ４．４ １１
秋 田 県 ５６４９３ ３５ △２．１ ４３ ４３６２３７ ３７ ０．９ ４４

山 形 県 ６３２４３ ３２ △１．５ ３７ ４８９６７７ ３４ １．５ ４１
福 島 県 ９７５３４ １９ △０．９ ２７ ８３８０４０ ２０ １．８ ４０
茨 城 県 １２２２５８ １４ △０．８ ２４ １１７６５４５ １２ ４．３ １４
栃 木 県 ９３０３７ ２０ △０．４ １７ ８６２９３４ １９ ４．４ １１
群 馬 県 ９９４２１ １８ △０．９ ２７ ８８５５０９ １７ ３．７ １７

埼 玉 県 ２４８３１０ ５ ４．１ ２ ２３８８７７４ ５ ６．４ ２
千 葉 県 １８８３７４ ９ ０．８ ７ １８７８１９５ ９ ２．６ ３０
東 京 都 ６７８７６９ １ ２．１ ５ ８２３９０４２ １ ６．３ ３
神奈川県 ２８２３９０ ４ △０．８ ２４ ３１１３４０７ ４ ４．９ ８
新 潟 県 １２６０３０ １２ △１．６ ３８ １０３７９３１ １４ ２．４ ３５

富 山 県 ５７９１５ ３３ △１．３ ３４ ５１７５４６ ３１ ３．１ ２６
石 川 県 ６４６７８ ３１ △２．４ ４５ ５３１５８５ ２９ ２．６ ３０
福 井 県 ４６６６１ ４２ △０．３ １５ ３７０２１５ ４０ ３．２ ２１
山 梨 県 ４６７９０ ４１ △０．５ １８ ３６０７３１ ４１ ３．３ ２０
長 野 県 １１４５３０ １５ △０．７ ２２ ９２４７８６ １６ ０．９ ４４

岐 阜 県 １０８６５５ １６ △１．９ ４１ ８７８５９２ １８ ３．１ ２６
静 岡 県 １８７１２４ １０ △０．９ ２７ １７０４７４３ １０ ２．６ ３０
愛 知 県 ３２８２３７ ３ △０．１ １２ ３５４５００５ ３ ６．２ ５
三 重 県 ８２３２９ ２１ △０．５ １８ ７６３８７６ ２２ ４．０ １５
滋 賀 県 ５５７６８ ３７ △０．９ ２７ ５５６５８８ ２６ ４．５ １０

京 都 府 １２５３２０ １３ △３．８ ４７ １０７７８１６ １３ ３．２ ２１
大 阪 府 ４２１３５９ ２ △１．６ ３８ ４１９６５５９ ２ ３．２ ２１
兵 庫 県 ２３１７１９ ７ ０．２ １０ ２１０７０７３ ７ ５．３ ７
奈 良 県 ４８３４３ ４０ ２．５ ４ ４１７８５１ ３９ ６．３ ３
和歌山県 ５２５０８ ３８ △０．７ ２２ ３５８６７３ ４２ ４．４ １１

鳥 取 県 ２７５５６ ４７ △１．９ ４１ ２３０９２０ ４７ １．０ ４３
島 根 県 ３９１９２ ４６ △０．２ １３ ２９４８３４ ４５ ２．３ ３８
岡 山 県 ８１５９６ ２２ △０．６ ２０ ７７４９０９ ２１ ２．９ ２８
広 島 県 １３５２８５ １１ ３．３ ３ １２４１５１５ １１ ５．９ ６
山 口 県 ６８２７３ ２７ △１．２ ３３ ５９２３７７ ２５ ２．８ ２９

徳 島 県 ３９２５５ ４５ △１．４ ３５ ２９７９４０ ４４ ３．６ １８
香 川 県 ５０２０４ ３９ △０．８ ２４ ４１９８７４ ３８ ３．５ １９
愛 媛 県 ６８４２５ ２６ △３．６ ４６ ５５３７２３ ２７ △０．５ ４７
高 知 県 ３９８７８ ４４ ０．６ ８ ２８３７２９ ４６ ２．４ ３５
福 岡 県 ２１９２４８ ８ △２．１ ４３ ２０６３７６６ ８ ２．５ ３３

佐 賀 県 ４００５４ ４３ △０．６ ２０ ３４１６６８ ４３ ３．８ １６
長 崎 県 ６７８４７ ２８ △１．０ ３１ ５２８６６８ ３０ １．４ ４２
熊 本 県 ７８２１７ ２４ △１．１ ３２ ６７７２２８ ２３ ２．４ ３５
大 分 県 ５７１８６ ３４ △１．７ ４０ ４７９８７３ ３５ ４．９ ８
宮 崎 県 ５５８７１ ３６ △０．３ １５ ４３８８０１ ３６ ３．２ ２１

鹿児島県 ８１５８２ ２３ ０．４ ９ ６４１１５７ ２４ ３．２ ２１
沖 縄 県 ６９９９７ ２５ ６．７ １ ４９１２９０ ３３ ９．８ １

埼 玉 県 の
年別データ

１６ ２３８６２８ ６ １３－１６ △８．１ ４５ １６ ２２４４４４３ ５ １３－１６ △４．９ １６
１３ ２５９７９５ ５ ８－１３ △４．２ １１ １３ ２３６０９１４ ５ ８－１３ △２．０ ８

資料：「事業所・企業統計調査」総務省統計局
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５２農業
部門別農業産出額構成比（平成１７年）

概要
「農林業センサス」によると、平成１７年２月１日現在の総農家数は７９，２７３

戸（販売農家５２，７２１戸、自給的農家２６，５５２戸）で、前回調査（平成１２年）より
５，２４５戸減少しましたが、全国第１１位でした。
また、経営耕地面積は６２，３６４haで、６，９８３ha減少しましたが、全国第１６

位でした。
農林水産省によると、土づくりや化学農薬・化学肥料の削減などの環境に

やさしい農業に積極的に取り組み、都道府県知事に認定を受けた農業者（エ
コファーマー）は平成１９年３月末現在、４，２８２件で全国第１１位でした。
「生産農業所得統計」によると、平成１７年の農業総産出額は１，９３３億円で、

部門別では野菜が最も多く全体の４２．１％、以下、米２２．８％、畜産１７．２％でし
た。また、農家１戸当たりの生産農業所得は９６万４千円でした。

※グラフの全国値は、「農業総産出額」の構成比で、平成１７年の農業総産出額
は８５，１１９億円です。

農家１戸当たり生産農業所得
生産農業所得÷農家数（平成１７年２月１日現在農林業センサス農家数）

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「農林業センサス」農林水産省
＊３ 農林水産省ホームページ
＊４ 「生産農業所得統計」農林水産省

平成１７年２月１日
平成１９年３月末
平成１７年

５年
毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

総農家数
経営耕地面積
（総農家）

エコファーマー
認定数

農家１戸当たり
生産農業所得

調査時点 平成１７年２月１日 平成１７年２月１日 平成１９年３月末 平成１７年
単 位 戸 順位 ha 順位 件 順位 千円 順位

全 国 ２８４８１６６ ３６０８４２８ １２７２６６ １１４６

北 海 道 ５９１０８ ２４ ９６７５１６ １ １６４０ ２３ ６７０５ １
青 森 県 ６１５８７ ２１ １０９８０１ ８ ４８９１ ９ １９２４ ３
岩 手 県 ８６０２８ ８ １１７３５１ ６ ９０１０ ２ ９５７ ２６
宮 城 県 ７７８５５ １３ １１２１７９ ７ ７３１７ ４ １０６４ １９
秋 田 県 ７２０００ １８ １２７２８７ ４ １３０６ ２７ ９２９ ２７

山 形 県 ６１５６７ ２２ １０５６８８ １０ ６０７１ ７ １３８３ １１
福 島 県 １０４４２３ ５ １２３９１７ ５ １５７３９ １ ９７６ ２４
茨 城 県 １１４７４８ ２ １２８２８５ ３ ５９５２ ８ １６４２ ６
栃 木 県 ７１４７１ １９ １０７９５７ ９ ６５７０ ６ １５３８ ７
群 馬 県 ６２５２７ ２０ ５２２６３ ２０ ２０１３ １９ １２９２ １４

埼 玉 県 ７９２７３ １１ ６２３６４ １６ ４２８２ １１ ９６４ ２５
千 葉 県 ８１９８２ ９ ９３１８０ １１ １５７２ ２４ １９５０ ２
東 京 都 １３７００ ４７ ６３００ ４７ ２８４ ３８ ６４０ ３３
神奈川県 ２９６８１ ４４ １５３２９ ４５ １２７ ４１ １０４８ ２０
新 潟 県 １０６５２８ ３ １４６９０７ ２ ３８４６ １３ １１９９ １５

富 山 県 ３９７２０ ３４ ４４６９３ ２５ １３５４ ２６ ６２０ ３５
石 川 県 ３１６５２ ４２ ３２８７３ ３４ １００６ ３１ ６１５ ３６
福 井 県 ３４４２４ ４０ ３３３６５ ３３ ９９５ ３２ ５８１ ３８
山 梨 県 ３９７２１ ３３ １８９３１ ４３ ６６１５ ５ ９７８ ２３
長 野 県 １２６８５７ １ ８０７９２ １４ １９４９ ２０ ６６０ ３２

岐 阜 県 ７８４５９ １２ ４２２７２ ２７ ８４ ４３ ４９９ ３９
静 岡 県 ７６７１８ １４ ５２２８８ １９ ２３８８ １８ １３９４ １０
愛 知 県 ９１７４６ ６ ５８２０５ １８ ３３７４ １５ １３６０ １２
三 重 県 ５９６９７ ２３ ４７５０４ ２４ ９０１ ３３ ７６５ ３０
滋 賀 県 ４３３６３ ３１ ４４１８０ ２６ １１６ ４２ ４０４ ４６

京 都 府 ３８９２２ ３５ ２３９２５ ４０ ３３３ ３７ ７０７ ３１
大 阪 府 ２７８９３ ４５ ９８０９ ４６ １ ４７ ４４８ ４５
兵 庫 県 １０４９９０ ４ ５９８３０ １７ ８６１ ３４ ４０４ ４６
奈 良 県 ３０５９７ ４３ １５６５８ ４４ ４８１ ３６ ６２４ ３４
和歌山県 ３６５３１ ３８ ２６４６９ ３８ １４４９ ２５ １１１４ １７

鳥 取 県 ３４９６９ ３９ ２７１６９ ３６ ２５ ４５ ６０９ ３７
島 根 県 ４４３１２ ３０ ２９３１０ ３５ １０７９ ２９ ４５２ ４４
岡 山 県 ８１７８６ １０ ５１７３３ ２１ ３３ ４４ ４７３ ４１
広 島 県 ７４０３２ １７ ４１９１６ ２８ １３７ ４０ ４８７ ４０
山 口 県 ５００１７ ２８ ３６１５０ ３１ １８５８ ２２ ４７０ ４２

徳 島 県 ３８７７５ ３６ ２３３６２ ４１ １２２９ ２８ ９９３ ２２
香 川 県 ４７０４２ ２９ ２６３０７ ３９ １２ ４６ ４５３ ４３
愛 媛 県 ５５８６８ ２５ ４０６２３ ３０ １０２１ ３０ ７９１ ２９
高 知 県 ３２５１７ ４１ ２０４８１ ４２ ６３２ ３５ １１６６ １６
福 岡 県 ７４９７６ １５ ７２３４２ １５ ２９９７ １６ １１１０ １８

佐 賀 県 ３７９１９ ３７ ４８１１８ ２３ ３４８３ １４ １３１８ １３
長 崎 県 ４１９５６ ３２ ３５００２ ３２ ４８５８ １０ １００１ ２１
熊 本 県 ７４１７３ １６ ８６０６６ １２ ８３４２ ３ １５３１ ８
大 分 県 ５２４８２ ２６ ４１５９１ ２９ １９１０ ２１ ８２５ ２８
宮 崎 県 ５０７３５ ２７ ５１７０９ ２２ ２８５６ １７ １８７９ ４

鹿児島県 ８８８２５ ７ ８２９１５ １３ ４１２０ １２ １４５２ ９
沖 縄 県 ２４０１４ ４６ ２６５１７ ３７ １４７ ３９ １８５８ ５

埼 玉 県 の
年別データ

１２ ８４５１８ １３ １２ ６９３４７ １６ １８ ３８０３ １０ １６ １０３５ ２１
７ ９３０４７ １２ ７ ７３０５５ １６ １７ ３１５２ １０ １５ １０５６ ２５

資料：「生産農業所得統計」「平成１８年農業総産出額（概算）」農林水産省
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５３工業
事業所数（平成１７年１２月３１日）・製造品出荷額等（平成１７年）

の産業中分類別構成比

概要
「工業統計調査」によると、平成１７年１２月３１日現在の従業者４人以上の事

業所数は１５，８２１事業所で、前年より３．０％増加し全国第４位、従業者数は
４２１，４４２人で、前年より０．１％増加し全国第５位でした。
また、平成１７年の製造品出荷額等は１３兆８，０２１億円で全国第５位、付加価

値額は５兆２，４４５億円で全国第５位でした。
「工業統計調査結果報告」によると、平成１７年１２月３１日現在の産業中分類

別の事業所数では、金属製品製造業（２，６４６事業所）と一般機械器具製造業
（２，２３９事業所）が２千事業所を超えました。また、製造品出荷額が１兆円を
超えたのは、輸送用機械器具製造業（２兆５，７４４億円）、一般機械器具製造業（１
兆４，６５５億円）、化学工業（１兆３，８６０億円）及び食料品製造業（１兆３，２３９億円）
でした。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「工業統計表」経済産業省
＊３４「工業統計表」経済産業省

平成１７年１２月３１日
平成１７年

毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

事業所数
（従業者４人以上の事業所）

従業者数
（従業者４人以上の事業所）

製造品出荷額等
（従業者４人以上の事業所）

付加価値額
（従業者４人以上の事業所）

調査時点 平成１７年１２月３１日 平成１７年１２月３１日 平成１７年 平成１７年
単 位 事業所 順位 人 順位 百万円 順位 百万円 順位

全 国 ２７６７１６ ８１５９３６４ ２９５８００３００ １０４２３６２７６

北 海 道 ７２４８ ９ １８８６０５ １８ ５４６４６８２ ２０ １７４７９３０ ２３
青 森 県 １８８１ ４０ ５８８４３ ４０ １２０５１４８ ４３ ４１２７９６ ４３
岩 手 県 ２７６６ ３１ ９７６１６ ２６ ２３７７００９ ３３ ７５７１０９ ３４
宮 城 県 ３６３２ ２３ １２３８８２ ２４ ３５７０２３８ ２６ １１５７６３７ ２６
秋 田 県 ２４９２ ３６ ７６００２ ３３ １４０２５６７ ４１ ５１６０１５ ４１

山 形 県 ３４２８ ２６ １１２４７２ ２５ ２８６９２０３ ２８ ９７２３０６ ３０
福 島 県 ５２０４ １９ １８２３９９ １９ ５５６８５７７ １９ ２０９６３３４ １８
茨 城 県 ６８８８ １２ ２６７６０８ ８ １０７９８１５２ ９ ３４８１０５５ ９
栃 木 県 ５８６３ １８ ２０７７３２ １４ ８３５２１８６ １１ ２９７８２７８ １１
群 馬 県 ６８５２ １３ ２１０８８３ １２ ７７３９０２７ １４ ２６６８４７３ １４

埼 玉 県 １５８２１ ４ ４２１４４２ ５ １３８０２０９２ ５ ５２４４５７３ ５
千 葉 県 ６６７９ １５ ２１７８１０ １０ １２１１２７３７ ７ ３６５４１７８ ８
東 京 都 ２１２９６ ３ ３８２８３１ ６ １０８０８１９７ ８ ４６５４０５５ ７
神奈川県 １１３７０ ７ ４２６４８２ ４ １９４００１９２ ２ ６４２９６８８ ２
新 潟 県 ７１１９ １０ ２０１７２８ １５ ４６３７７８５ ２３ １９５１６６６ ２１

富 山 県 ３５１６ ２４ １２３８９０ ２３ ３５８９３５１ ２５ １５３７８２０ ２４
石 川 県 ４０２１ ２２ ９７４５３ ２７ ２４９１２５７ ３１ ９０７２２６ ３２
福 井 県 ３１５２ ２７ ７５２０９ ３４ １８５２２６１ ３６ ７３８７９１ ３５
山 梨 県 ２６０７ ３３ ７６９５３ ３２ ２４４６８６０ ３２ ９４６７７９ ３１
長 野 県 ６７９６ １４ ２１１９９４ １１ ６２５９９３４ １７ ２４４１７３８ １６

岐 阜 県 ８０８７ ８ ２００８６４ １６ ５０８８０１６ ２１ ２０１４５２８ ２０
静 岡 県 １３２２８ ５ ４４１５６２ ３ １７３２２７４４ ３ ６３１６９７３ ４
愛 知 県 ２３１２５ ２ ８１６７５５ １ ３９５１４０１７ １ １２０８４２１４ １
三 重 県 ５０１９ ２０ １９３４９２ １７ ９４５８０９５ １０ ３１４１１１３ １０
滋 賀 県 ３４４２ ２５ １４７４２６ ２２ ６３８４２２８ １６ ２５７４３３４ １５

京 都 府 ６１２２ １７ １５７２５５ ２０ ４８６９５２５ ２２ ２０７９８７９ １９
大 阪 府 ２５４５４ １ ５２６２１６ ２ １６３０１８７４ ４ ６３４３４１８ ３
兵 庫 県 １１５３７ ６ ３６０１９５ ７ １３４７７８２７ ６ ４９１４０３１ ６
奈 良 県 ２８０４ ３０ ７０３７８ ３５ ２１５６４８９ ３５ ８０３４９６ ３３
和歌山県 ２４９７ ３５ ５２４１６ ４２ ２７８０２６６ ２９ １０４５０２２ ２７

鳥 取 県 １１７８ ４７ ４０１７１ ４５ １０６８２３２ ４４ ３０２５１４ ４５
島 根 県 １６７２ ４４ ４３５９４ ４４ １０６３６３５ ４５ ３５０２５５ ４４
岡 山 県 ４４５０ ２１ １５０１７４ ２１ ７２９５５９９ １５ ２２１７０９４ １７
広 島 県 ６３６３ １６ ２０９１８３ １３ ７７８６５８２ １２ ２９３６４３２ １２
山 口 県 ２３８１ ３８ ９５３９７ ２９ ６０２４９６３ １８ １９２０００９ ２２

徳 島 県 １８１９ ４１ ５０３９３ ４３ １６０５５７２ ３８ ７２６７８５ ３６
香 川 県 ２６０２ ３４ ６７６１６ ３７ ２１５９９５３ ３４ ６５６６８０ ３８
愛 媛 県 ３０７３ ２８ ８４５３２ ３０ ３４３５１７８ ２７ １０４１７５７ ２８
高 知 県 １３４３ ４６ ２６６２０ ４６ ５４６８９５ ４６ ２３１８５３ ４６
福 岡 県 ７０５３ １１ ２１９３６８ ９ ７７５１５４７ １３ ２６９７２１７ １３

佐 賀 県 １７５６ ４３ ６０２１０ ３８ １５６１５７４ ３９ ５９７０１２ ３９
長 崎 県 ２４６７ ３７ ５９０２３ ３９ １４９２３５５ ４０ ５３６３８３ ４０
熊 本 県 ２６３１ ３２ ９６１４１ ２８ ２６２０７７７ ３０ ９８５３７４ ２９
大 分 県 １９７１ ３９ ６８８５６ ３６ ３６７１７４３ ２４ １１７３２１３ ２５
宮 崎 県 １７９７ ４２ ５８２０１ ４１ １２８８７６９ ４２ ４３１５２５ ４２

鹿児島県 ２８１１ ２９ ７６９６７ ３１ １８１１３３５ ３７ ６７７７６４ ３７
沖 縄 県 １４０３ ４５ ２４５２５ ４７ ５１５０５７ ４７ １４２９５１ ４７

埼 玉 県 の
年別データ

１６ １５３５５ ４ １６ ４２１２３１ ５ １６ １３５６８９８７ ５ １６ ５１３７８５２ ５
１５ １６６２９ ４ １５ ４２９９８０ ５ １５ １３０６９１０８ ５ １５ ４８１８３１６ ５

資料：「工業統計調査結果報告」県統計課
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卸売業
8兆3,077億円

小売業
6兆561億円

飲食料品
25.8％
飲食料品
25.8％
飲食料品
25.8％

織物・衣服・
身の回り品
6.5％

建築材料,鉱物・
金属材料等
19.4％

飲食料品
32.3％

機械器具
28.2％

各種商品
14.6％
各種商品
14.6％
各種商品
14.6％

自動車・
自転車
13.1％

その他
24.4％
その他
24.4％
その他
24.4％

その他
25.7％
その他
25.7％
その他
25.7％

家具・じゅう器・
機械器具  7.9％

各種商品
0.3％

繊維・
衣服等
2.0％

５４商業
年間商品販売額の産業中分類別構成比（平成１５年度）

概要
「商業統計調査」によると、平成１６年６月１日現在の商業事業所数は、

５８，１０４事業所（卸売業１２，５７７事業所、小売業４５，５２７事業所）で、前回調査（平
成１４年６月１日現在）より８．１％減少しましたが、全国第８位でした。
従業者数は、４６２，４４０人（卸売業１１４，４００人、小売業３４８，０４０人）で、前回調

査より５．５％減少しましたが全国第７位でした。
また、平成１５年度の年間商品販売額は、１４兆３，６３８億円（卸売業８兆３，０７７

億円、小売業６兆５６１億円）で、前回調査（平成１３年度）より４．４％減少しまし
たが、全国第７位でした。
小売業の売場面積は６４２万１，４９９㎡で、全国第６位でした。

※今回の調査は、５年ごとの中間年（本調査の２年後）に実施する民営（国、
地方公共団体以外）の事業所のみを対象とした簡易調査です。
※表１～４は法人組織及び個人経営の事業所の合計です。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２４「商業統計表」経済産業省

＊３ 「商業統計表」経済産業省

平成１６年６月１日
（簡易調査）
平成１５年度（簡易調査）

５年
（中間年に簡易調査）

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

事業所数 従業者数 年間商品販売額 売場面積

調査時点 平成１６年６月１日 平成１６年６月１日 平成１５年度 平成１６年６月１日
単 位 事業所 順位 人 順位 百万円 順位 � 順位

全 国 １６１３３１８ １１５６５９５３ ５３８７７５８１０ １４４１２８５１７

北 海 道 ６４４７１ ７ ５０２５３６ ５ １９７２８１２５ ６ ６８４６４００ ５
青 森 県 ２０２１４ ２８ １２５７２３ ２８ ３５７７６９９ ２８ １８７３３２９ ２７
岩 手 県 １９５１６ ２９ １１５６００ ２９ ３３８３４６３ ３０ １７５６８１５ ２８
宮 城 県 ３１７０６ １５ ２２７９８２ １４ １０２３６５４３ １２ ２８６２０３５ １５
秋 田 県 １７５２１ ３５ ９８７７５ ３８ ２６２６０７０ ３５ １５５３０１１ ３６

山 形 県 １８５９２ ３１ １０５５４９ ３３ ２８３３１６１ ３３ １７１２００２ ２９
福 島 県 ２８６４４ １８ １７１５８６ １９ ４７２０６３５ ２１ ２６７５９２４ ２０
茨 城 県 ３４６４２ １４ ２３１９０４ １３ ６６５１２９４ １５ ３６９９４２４ １２
栃 木 県 ２５７５２ ２１ １６５２５２ ２１ ５４７２３９６ １８ ２７５６９２３ １９
群 馬 県 ２６９２２ １９ １７３９０１ １８ ６０４５５９８ １７ ２７５８３７２ １８

埼 玉 県 ５８１０４ ８ ４６２４４０ ７ １４３６３８３８ ７ ６４２１４９９ ６
千 葉 県 ５２５６９ ９ ４１８９２４ ９ １１６０７８８３ １０ ５９５９７２９ ８
東 京 都 １７１１５５ １ １６６５５９１ １ １７６８９８５００ １ １１１５４０２９ １
神奈川県 ７４５４０ ４ ６２１８１１ ４ １９８１８９５７ ５ ７２４９５００ ４
新 潟 県 ３６５１２ １３ ２２３８５８ １５ ７２１５２１４ １４ ３２４７１９１ １３

富 山 県 １７９９５ ３３ １０３４３４ ３５ ３２７８３１７ ３２ １６２５５８５ ３３
石 川 県 １８０９１ ３２ １１５０４５ ３０ ４３３５３０３ ２２ １６５４８６４ ３１
福 井 県 １３２９５ ４１ ７６９４０ ４１ ２２９６０６９ ３９ １１８７４７５ ４０
山 梨 県 １２３６１ ４５ ７２０５７ ４３ １９３８４５９ ４１ １１７５００５ ４１
長 野 県 ２９５３８ １６ １８７４７９ １６ ６０６２９０１ １６ ３０７５５９２ １４

岐 阜 県 ２９２３１ １７ １８２４９３ １７ ４９１８１４３ ２０ ２７８９７２７ １７
静 岡 県 ５１１１２ １０ ３２４７０４ １０ １０７５７１６３ １１ ４４２３２２７ １０
愛 知 県 ８６９２２ ３ ６９８７９０ ３ ４０８８２４５３ ３ ８１８５６１９ ３
三 重 県 ２３２６５ ２４ １４６７２８ ２３ ３８４３８２０ ２６ ２５１２１３７ ２１
滋 賀 県 １５３１０ ３９ １０５９３４ ３２ ２５１６９１９ ３７ １６４０６６０ ３２

京 都 府 ３７３７７ １２ ２５４５１０ １２ ７４４８７１１ １３ ２８６１６２９ １６
大 阪 府 １２０３４２ ２ ９７６７３４ ２ ６００９６９５３ ２ ８３２１２７６ ２
兵 庫 県 ６６２６５ ６ ４４５９２８ ８ １２９１４６９６ ８ ５８９６８１３ ９
奈 良 県 １４５０７ ４０ ９７５０８ ３９ ２１４６５７４ ４０ １５４８７２４ ３７
和歌山県 １６７３９ ３７ ８４９０４ ４０ １８５５７５６ ４３ １１３６９５６ ４３

鳥 取 県 ８４８２ ４７ ５１９２２ ４７ １４７８４１３ ４７ ８５４５２１ ４７
島 根 県 １２０８７ ４６ ６４３４４ ４６ １６４２９５０ ４６ ９５７５５７ ４６
岡 山 県 ２５４６８ ２２ １６６３６３ ２０ ５４５１６４０ １９ ２４１９１４４ ２２
広 島 県 ３９２６４ １１ ２７８２１４ １１ １１９９２５８２ ９ ３７４６０３０ １１
山 口 県 ２２１６０ ２６ １３１３８０ ２５ ３５５７４２８ ２９ １９６３６１２ ２５

徳 島 県 １２５１２ ４４ ６７４６５ ４５ １７６２０８８ ４４ １０８３７１５ ４４
香 川 県 １５３６９ ３８ ９９０８１ ３７ ３８８９６８１ ２５ １４７３６５５ ３９
愛 媛 県 ２２０２８ ２７ １２８６４２ ２６ ３８０３５３２ ２７ １９３２９６４ ２６
高 知 県 １２５３９ ４３ ７０３７８ ４４ １６６４０９０ ４５ １０５０８４５ ４５
福 岡 県 ６９４０１ ５ ４９９２２１ ６ ２１６９０１４５ ４ ６１０１９３６ ７

佐 賀 県 １２６５７ ４２ ７２９５５ ４２ １９０７９４１ ４２ １１５３４９５ ４２
長 崎 県 ２２６２４ ２５ １２８３９５ ２７ ３３５９０１７ ３１ １６７３３７８ ３０
熊 本 県 ２５２６３ ２３ １６０８２２ ２２ ４１０９７２８ ２４ ２３３０７５６ ２３
大 分 県 １７９８１ ３４ １０４５６０ ３４ ２５８５７１６ ３６ １５９８８８４ ３５
宮 崎 県 １６７９５ ３６ １００５８３ ３６ ２６９０３５２ ３４ １６００００８ ３４

鹿児島県 ２６１５８ ２０ １４６２４９ ２４ ４２３３８３３ ２３ ２１３２１１７ ２４
沖 縄 県 １９３２０ ３０ １１０７５９ ３１ ２４８５０６０ ３８ １４９４４２８ ３８

埼 玉 県 の
年別データ

１４ ６３２１６ ８ １４ ４８９５４２ ７ １３ １５０２４７７０ ７ １４ ６２６１３７３ ６
１１ ６８８８２ ８ １１ ５０４９８２ ７ １０ １７０１１０６６ ７ １１ ５８６９０８７ ７

資料：「商業統計表」経済産業省
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事業所数
85,342事業所

従業者数
598,548人

洗濯・理容・ 
美容・浴場業
21.4％

洗濯・理容・ 
美容・浴場業
9.9％

一般飲食店
20.0％
一般飲食店
20.0％

一般飲食店
22.4％

不動産賃貸業・管理業
10.9％

不動産 
賃貸業・
管理業 
3.9％

その他の教育,
学習支援業
9.5％

その他の教育,
学習支援業
9.5％

その他の教育,
学習支援業
7.2％

専門サービス業
（他に分類
されないもの）

5.7％専門サービス業
（他に分類されないもの）

7.7％

自動車整備業
4.7％

自動車
整備業
3.0％

医療業
4.2％

医療業
2.4％

学術・開発研究機関 2.2％

その他の生活
関連サービス業

3.7％

その他の
生活関連
サービス業
2.9％その他の事業

サービス業 3.0％

その他の事業
サービス業
13.2％娯楽業 2.8％

娯楽業
6.4％

宗教 2.6％
社会保険・社会福祉・
介護事業 2.4％

社会保険・社会福祉・
介護事業 8.7％

その他
7.1％
その他
7.1％ その他

12.2％
その他
12.2％

５５サービス業
事業所数、従業者数の産業中分類別構成比（平成１６年６月１日）

概要
「サービス業基本調査」によると、平成１６年６月１日現在の民営のサービ

ス業の事業所数は８５，３４２事業所、従業者数は５９８，５４８人で、収入額は５兆９，６３０
億円でした。
事業所数の内訳を産業中分類別にみると、洗濯・理容・美容・浴場業が

１８，２３８事業所（事業所全体の２１．４％）と最も多く、以下、一般飲食店１７，０４５事
業所（同２０．０％）、不動産賃貸業・管理業９，３２５事業所（同１０．９％）で、この３
業種で全体の５２．３％と過半数を占めています。
同じく従業者数では、一般飲食店が１３３，８３１人（従業者全体の２２．４％）と最

も多く、以下、建物サービス業や労働者派遣業などのその他の事業サービス
業７８，７４８人（同１３．２％）、洗濯・理容・美容・浴場業５９，１７７人（同９．９％）、社
会保険・社会福祉・介護事業５２，１２０人（同８．７％）でした。

※表３の収入額は、経営組織が個人及び会社のみの数値です。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２４「サービス業基本調査」総務省統計局
＊３ 「サービス業基本調査」総務省統計局

平成１６年６月１日
平成１５年度

５年
５年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

事業所数 従業者数 収入額 一般飲食店数

調査時点 平成１６年６月１日 平成１６年６月１日 平成１５年度 平成１６年６月１日
単 位 事業所 順位 人 順位 百万円 順位 － 順位

全 国 ２１２５８０９ １４７６９４５８ １５１８１５９１７ ４１９６６３

北 海 道 ９４６６４ ５ ６３３８９６ ５ ５９０１７８３ ６ １６０５０ ７
青 森 県 ２５０３２ ２７ １４４８２５ ２９ １１３３４１８ ２５ ３９５９ ２８
岩 手 県 ２４７７３ ２９ １４０５９９ ３１ １１０４９３６ ２６ ３５３８ ３６
宮 城 県 ３８５９６ １７ ２６７２９７ １４ ２５９０１４９ １２ ６３１３ １９
秋 田 県 ２０６２４ ３５ １１２７０９ ３７ ８３６０７５ ３８ ２８７８ ４２

山 形 県 ２３０８８ ３１ １２４１３１ ３４ ８３６１６９ ３７ ３５７０ ３５
福 島 県 ３５６８４ １８ ２１３９９１ ２０ １７３３７３１ １８ ５５２９ ２２
茨 城 県 ４２６４６ １５ ２９１４７５ １３ ２５０８１２０ １３ ８５３３ １４
栃 木 県 ３３４８１ ２０ ２２１３５３ １８ １８４２９６５ １７ ７０２４ １６
群 馬 県 ３５０５３ １９ ２１５４２１ １９ １６８３５６７ １９ ６６２７ １７

埼 玉 県 ８５３４２ ７ ５９８５４８ ６ ５９６３０４０ ５ １７０４５ ６
千 葉 県 ７１９８７ ９ ５７５２９６ ９ ５６３１４３１ ７ １５０４７ ８
東 京 都 ２５８９０１ １ ２４９１６０９ １ ４１２２１２２４ １ ５６４４３ １
神奈川県 １１３１８６ ４ ９１６４６２ ３ ９１８１１０５ ３ ２２０９４ ４
新 潟 県 ４４１０１ １３ ２５４９７８ １５ ２１４４３０１ １５ ６４６６ １８

富 山 県 １９６９８ ３８ １１９１９６ ３５ ９２８２２８ ３５ ３０８４ ４１
石 川 県 ２２７０６ ３２ １３８５７２ ３２ １０２２０７８ ３０ ４０８９ ２６
福 井 県 １５５８４ ４２ ８６８９１ ４３ ６７８５１９ ４１ ２８４０ ４４
山 梨 県 １７８３８ ４０ ９９１４９ ４０ ７５１２６３ ３９ ３５９３ ３４
長 野 県 ４３３８５ １４ ２５２８３２ １６ ２１４４２８６ １６ ７１３３ １５

岐 阜 県 ３９０５２ １６ ２２２４４０ １７ １６４２５２７ ２０ ９１３１ １３
静 岡 県 ６７３４４ １０ ４２６５９９ １０ ３８１４４１１ １０ １２１５２ １０
愛 知 県 １２１６０７ ３ ８６６８５２ ４ ８９５９８２７ ４ ３０２８９ ３
三 重 県 ３０９０５ ２１ １９０７１７ ２１ １４０６１４２ ２３ ６２８８ ２０
滋 賀 県 ２０９５５ ３４ １４１４１４ ３０ ９４６０６４ ３３ ３３５５ ３７

京 都 府 ４６９８４ １２ ３００８８６ １２ ２３６４３７８ １４ １０７６５ １１
大 阪 府 １５９８６６ ２ １１７０７５７ ２ １３７１４６９３ ２ ３９３２８ ２
兵 庫 県 ８９３２２ ６ ５８１４６０ ８ ５０６１３５７ ９ ２１８０２ ５
奈 良 県 １７２４２ ４１ １１２１００ ３８ ７０２８９８ ４０ ３５９５ ３３
和歌山県 １９９６２ ３６ ９８７１１ ４１ ６３５４２２ ４２ ３８１６ ２９

鳥 取 県 １０４６６ ４７ ６３００２ ４７ ４７６０７３ ４７ １７７９ ４７
島 根 県 １４２４０ ４６ ８２６０１ ４４ ５５５３３８ ４６ １８１７ ４６
岡 山 県 ２９０６０ ２２ １８２３３５ ２３ １５５９３００ ２２ ５６２０ ２１
広 島 県 ４７９６９ １１ ３０５６１２ １１ ２８８１１８８ １１ ９９０５ １２
山 口 県 ２４８５５ ２８ １４７５９２ ２６ ９８４３２４ ３２ ３９９６ ２７

徳 島 県 １４６３４ ４３ ７５２０９ ４６ ５７６７９２ ４５ ２８４２ ４３
香 川 県 １８４７８ ３９ １０５２９６ ３９ ９４１３９０ ３４ ３６５７ ３２
愛 媛 県 ２５７１６ ２６ １４５３０２ ２８ １０４６６６８ ２９ ４８１２ ２３
高 知 県 １４６２７ ４４ ７７５２２ ４５ ５８４９８９ ４４ ３２５４ ３９
福 岡 県 ８１８４３ ８ ５８１５８４ ７ ５５２８８８９ ８ １４５７５ ９

佐 賀 県 １４３４４ ４５ ８９１６５ ４２ ６３１３７７ ４３ ２３０６ ４５
長 崎 県 ２３８７１ ３０ １４６９６２ ２７ １０９２０９７ ２７ ３６９９ ３１
熊 本 県 ２９０３６ ２３ １８４８７３ ２２ １５８２１２７ ２１ ４２７６ ２５
大 分 県 ２２０９８ ３３ １２９６９２ ３３ １０８７６１８ ２８ ３３３５ ３８
宮 崎 県 １９８７１ ３７ １１８６１３ ３６ ８５８８５４ ３６ ３１７５ ４０

鹿児島県 ２８３５１ ２４ １６９６８９ ２４ １３４３７０６ ２４ ４４２９ ２４
沖 縄 県 ２６７４２ ２５ １５３２４３ ２５ １００１０７５ ３１ ３８１０ ３０

埼 玉 県 の
年別データ

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

資料：「サービス業基本調査」総務省統計局
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５６県民経済計算
１人当たり県民所得

概要
「埼玉県県民経済計算２００５」によると、平成１７年度の経済は設備投資や住

宅投資の底堅い動きに加え、個人消費も持ち直してきており、緩やかな回復
の動きとなっています。
県内総生産（生産側）は、名目で２０兆６，５０９億円と前年度より１．５％増加し、

３年連続のプラスとなりました。実質では、２２兆２，６１８億円で前年度より２．８
％増加し、４年連続のプラスとなりました。これは、主に製造業がプラス成
長したことによるもので、特に輸送用機械が好調でした。
県民所得（分配）は、２０兆８，４６０億円で前年度より０．６％増加し、２年連続の

プラスとなりました。これは、県民所得の７５％を占める県民雇用者報酬が０．８
％減少したものの、企業所得が２．１％、財産所得が３６．３％増加したことによ
ります。
また、この県民所得を県の総人口（平成１７年１０月１日現在国勢調査人口・

総務省統計局）で除した１人当たり県民所得は、前年度より０．５％増加し、２９５
万５千円でした。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「県民経済計算年報平成１９年版」
内閣府経済社会総合研究所 平成１６年度 毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

県内総生産
（名目）

県民所得
県内総生産

（生産側、実質：連鎖方式）
平成１２暦年連鎖価格

実質経済成長率

調査時点 平成１７年度 平成１７年度 平成１７年度 平成１７年度
単 位 百万円 順位 百万円 順位 百万円 順位 ％ 順位

全 国 ５１６１６６２２８ ３８８８４２２２４ ５５５０８７５６３ ３．０

北 海 道 １９７４１５８７ ７ １４５０３８２７ ８ ２０９４３２８２ ７ １．６ ３４
青 森 県 ４２７４８３７ ３３ ３１３７１２９ ３４ ４５４１７７０ ３４ ０．５ ４５
岩 手 県 ４５９５３６２ ３０ ３２７２３２０ ３２ ４９７５９９１ ３０ ０．７ ４４
宮 城 県 ８５２５５５５ １５ ６１８３２８８ １７ ９１７９５１５ １６ ２．７ ２２
秋 田 県 ３６９４６８４ ３６ ２６２８４８１ ３９ ３９３９００５ ３６ １．８ ３３

山 形 県 ４１１５１９２ ３４ ２９５１３１９ ３５ ４６６９３３８ ３３ ２．５ ２５
福 島 県 ７８３０１０９ １８ ５７０４１９３ ２１ ８８０７１３３ １８ ３．７ １２
茨 城 県 １０９５５７１１ １２ ８４４４９７８ １２ １１９１６１２２ １２ ２．１ ３２
栃 木 県 ８１９５８８４ １７ ６２５３２０６ １５ ９０２０７０５ １７ ４．２ １０
群 馬 県 ７５５００６６ ２０ ５７８７７０９ １９ ８２８６４１４ ２０ ２．４ ２９

埼 玉 県 ２０６５０９３８ ５ ２０８４６００５ ５ ２２２６１８４０ ５ ２．８ ２１
千 葉 県 １９９１７７２８ ６ １８１６８４４４ ６ ２１１５８２５４ ６ ３．５ １６
東 京 都 ９２２６９４２４ １ ６００８６６１９ １ ９７３４６６０１ １ ２．９ ２０
神奈川県 ３１１８４３２４ ４ ２８１７１０１０ ２ ３３２９３０７６ ４ ２．４ ２９
新 潟 県 ９３７３１０５ １４ ６７３８８３０ １４ １０２３３３９０ １４ ４．０ １１

富 山 県 ４６８０７３４ ２８ ３４４２８７４ ２９ ５０３２０９６ ２８ １．６ ３４
石 川 県 ４６１２８７２ ２９ ３３４７７８１ ３０ ５０２７６５８ ２９ ３．７ １２
福 井 県 ３３５８４３４ ４１ ２３５６９１２ ４２ ３７５９７９７ ４０ ５．９ ２
山 梨 県 ３２０６１９９ ４２ ２４１４２６２ ４１ ３６０４１００ ４２ ４．６ ９
長 野 県 ８１９９２７２ １６ ６２３１８９５ １６ ９４０６６１０ １５ ５．６ ３

岐 阜 県 ７２４７７０５ ２２ ５８８７１８８ １８ ７８３２１８８ ２１ ３．７ １２
静 岡 県 １６４１５０５０ １０ １２６８０５１６ １０ １８０６００２９ １０ ４．９ ６
愛 知 県 ３５８１９９１１ ３ ２５５６３１３９ ４ ３８４４６６０４ ３ ５．１ ５
三 重 県 ７６９９７８７ １９ ５７２７３０８ ２０ ８７０１５２９ １９ ６．０ １
滋 賀 県 ５９２４７５７ ２４ ４５２００３３ ２３ ６５８７８５４ ２３ ２．５ ２５

京 都 府 １００２９６８６ １３ ７６６５００４ １３ １０７７８６１２ １３ ２．５ ２５
大 阪 府 ３８５２９３８６ ２ ２６８７４８６７ ３ ４０８５４０４４ ２ １．６ ３４
兵 庫 県 １８８５７１８５ ８ １５２６７３１８ ７ ２０４０２６８２ ８ ２．３ ３１
奈 良 県 ３７７０７４７ ３５ ３７７２３９１ ２７ ４０７５７７１ ３５ １．３ ３９
和歌山県 ３５６７６５８ ３９ ２８０５７００ ３６ ３６４８８１１ ４１ ４．８ ７

鳥 取 県 ２００５６８１ ４７ １４００８１４ ４７ ２２４９８０７ ４７ △０．３ ４７
島 根 県 ２４９６６９８ ４５ １８２０３６１ ４５ ２７２９２６６ ４５ １．５ ３８
岡 山 県 ７３１１３６８ ２１ ５１９２２０２ ２２ ７８０５８８８ ２２ ５．６ ３
広 島 県 １１９９８７９５ １１ ８７３８５３７ １１ １２７５６１８８ １１ ３．３ １８
山 口 県 ５９４６３３８ ２３ ４４７８７８３ ２４ ６２６００７１ ２４ ４．７ ８

徳 島 県 ２７３９２４９ ４４ ２２３３１３９ ４３ ２９７７５８５ ４４ ０．４ ４６
香 川 県 ３６６０９８７ ３７ ２６４８４４８ ３８ ３８８０６０９ ３７ １．０ ４２
愛 媛 県 ４７６０６６６ ２７ ３４５９０７９ ２８ ５１３７７５２ ２７ １．０ ４２
高 知 県 ２３４６０１６ ４６ １７０８９６５ ４６ ２５２４６７４ ４６ １．６ ３４
福 岡 県 １８０８４０３３ ９ １３４３７４１９ ９ １９１６１５４４ ９ ３．４ １７

佐 賀 県 ２９３５５１４ ４３ ２１７１７３４ ４４ ３１９６６９５ ４３ ３．７ １２
長 崎 県 ４３７９９５２ ３２ ３２８５７２７ ３１ ４７０７１９４ ３２ ２．６ ２３
熊 本 県 ５７０８７９１ ２５ ４３９１８３１ ２５ ６１９１９５３ ２５ ３．１ １９
大 分 県 ４４７３００７ ３１ ３１５４１４９ ３３ ４９３９７５８ ３１ １．１ ４０
宮 崎 県 ３５６０９９６ ４０ ２５５０５９５ ４０ ３８４８３６７ ３８ １．１ ４０

鹿児島県 ５３５７５４４ ２６ ３９８４０８９ ２６ ５８１４２１８ ２６ ２．６ ２３
沖 縄 県 ３６０６７０４ ３８ ２７５１８０６ ３７ ３８１７９９２ ３９ ２．５ ２５

埼 玉 県 の
年別データ

１６ ２０３３８７９１ ５ １６ ２０７２５６０４ ５ １６ ２１６５２１７３ ５ １６ ３．４ ８
１５ １９９２４５０６ ５ １５ ２０１４６５０６ ５ １５ ２０９４７９４９ ５ １５ ２．５ １２

資料：「埼玉県県民経済計算２００５」県統計課
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